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デロイト トーマツ コンサルティング合同会社

前年度の成果と本年度の実施計画
平成30年度低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）等による家庭等の自発的対策推進事業
～家電・自動車等利用に関するナッジを活用した低炭素型行動変容モデルの構築～

2018年5月24日 CONFIDENTIAL



本事業の実施概要
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本事業の全体像

各実証に適用可能な方法論構築を目指す「仮説構築」、サービスモデル構築を目指
す「実証」及びその成果活用のための「ガイドブック策定」等に一体的に取組んでいる

仮説構築1 仮説構築2

国内外の先進事例を調査・考察し、各ラ
ボへ適用可能な方法論の仮説を構築

家の中の省エネバリアとその解決方法の
仮説を構築

仮説構築3

input

ガイドブック策定

本事業の調査結果や実証成果を、社会実装するための支援ツールとして「ガイドブック」策定を行う

output

家電・自動車等利用に関する
行動変容モデルの構築

家庭の電力消費を対象とした
行動変容モデルの構築

自動車の燃料消費を対象とした
行動変容モデルの構築

ラボ1 ラボ4ラボ5

ラボ2

サービス提供主体者：小売電気事業者

燃費スコアリングモデルの構築

スマホアプリ等のエコドライブ情報配信
実証（約2千名対象の予定）

* HERs：Home Energy Reports

仮
説
構
築

実
証
（ラ
ボ
）

成
果
活
用

自動車メーカーの協力を得て燃費スコア
リングモデル/ナッジ手法の仮説を構築

HERs*郵送実証（ 6万世帯対象）

スマホアプリの情報配信実証（ 2千
世帯対象）

サービス提供主体者：自動車関連事業者

inputinput

背景
家庭全体のCO2排出量のうち電力とガソリンの割合は約7割
1990年度と比較して増加しており、日本の2030年度までの
CO2削減目標の達成には更なる対策が必要

家電と自動車利用時のCO2削減を可能とする
行動科学を活用した低炭素型行動変容モデ
ルを構築し、成果活用を推進

目的
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本事業の実施体制

本事業は、企業・大学・自治体が連携したコンソーシアム体制で臨んでおり、8つの実
施項目に対して各プレーヤーの専門領域を踏まえて役割を分担している

家庭の電力消費を対象とした実施項目 自動車の燃料消費を対象とした実施項目

全体統括

東京大学先端科学技術研究センター

デロイトトーマツコンサルティング合同会社

山梨県

有限責任監査法人トーマツ

凡例：

ラボ1 ラボ2 ラボ4 ラボ5 仮説構築1 仮説構築2 仮説構築3 ガイドブック

実証モニター
問い合わせ事務局

調査設計
/ 実証方法の設計

事業化検討

調査の分析 / 
効果検証

実証システムの
開発

調査の実施 / 実証
サービスの提供
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各ラボの実施概要

ラボ1～3については家電利用を対象に、ラボ4については自動車の運転を対象として
低炭素型行動変容モデルの構築に向けた実証（ラボ4はプレ実証）を行っている

<Confidential>

ラボ1 ラボ2

ラボ3 ラボ4

対象者：東電EPの顧客（介入群：約4万世帯、対照群：約2万世帯）
介入手法：HER×ナッジ

対象者：東電EPの顧客（介入群：約2千世帯、比較群：約2千世帯）
介入手法：スマートフォンアプリ×ナッジ

HER実証 スマホアプリ実証

ハウスメーカー実証 燃費モデルの構築とプレ実証

対象者：新築・持ち家に住む世帯（【夏期】介入群：約3百世帯、対照
群：約3百世帯、【冬期】介入群：約6百世帯、対照群：約6百世帯）
介入手法：エコライフアドバイス×ナッジ

※プレ実証につき参考情報
対象者：一般ドライバー（介入群：50名、対照群：25名）

※平成29年度で終了

家庭の電力消費を対象とした実施項目 自動車の燃料消費を対象とした実施項目



結果と考察
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ラボ1の成果
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HERの概要

本実証では、スマートメータから取得した30分ごとの電力使用量データを用いたHER
の効果を検証中である

月量比較をした上で、
時刻別傾向から理由探索

日別比較からの傾向把握
曜日別比較からの
傾向把握

年間傾向を確認した上で、
季節のアドバイスへ
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総合効果：HERの郵送有無

2017年12月中旬のHER郵送開始以降、統計的に有意な省エネ効果が現れ始めて
いる

郵送あり
約4万世帯

郵送なし
約2万世帯

約6万
世帯

幅は95％信頼区間を示し、効果の継続性を検証中

11月 1月10月 12月

直
前
月

郵送開始後

郵送なし

郵送あり

9月 2月

0.4%

-0.8%

-1.2%

0.0%

3月

-0.4%

ラボ1

電
力
使
用
量
の
増
減
率
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HERによる個別効果の検証方法

費用対効果の高いデザインを検証するために、郵送頻度、紙面サイズ、デザインが
異なるHERを準備し、これらの組み合わせを事前にランダム割り付けした

3カ月ごと

毎月

郵送頻度 隔月

自世帯過去

他世帯同月

使用量
比較方法

文章

アイコン
賞賛表現

両方

なし

なし

金額表現 利得フレーム

損失フレーム

A4
紙面サイズ

A3

なし

節約額

実施率

アドバイス
付加情報

両方

郵送あり
約4万世帯

郵送なし
約2万世帯

約6万
世帯

各条件のランダム割り付けは、独立に実施

ラボ1
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個別効果の検証条件例：使用量比較方法

海外事例において有効であるといわれている他世帯比較（同調性の適用）の個別効
果を検証するために、使用量比較方法が異なるHERを準備した

自世帯過去比較

「10月の電気のご使用量」を
「前年同月」と比較

他世帯同月比較

「平均的なご家庭」や「省エネ的なご家庭」と
お客様の「10月の電気ご使用量」を比較



<Confidential>11

個別効果の検証結果例：使用量比較方法

他世帯同月比較の方が高めの省エネ効果が観察されていることから、平均世帯や省
エネ世帯の使用量と比較することで、省エネ行動を促進できる可能性が示唆される

郵送あり
約4万世帯

郵送なし
約2万世帯

約6万
世帯

ラボ1

自世帯
過去比較

他世帯
同月比較 11月 1月10月 12月9月 2月 3月

自世帯過去比較

他世帯同月比較

幅は95％信頼区間を示し、効果の継続性を検証中

直
前
月

郵送開始後

郵送なし0%

-1.0%

電
力
使
用
量
の
増
減
率
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個別効果の結果一覧

本報告時点では介入期間が短いため、慎重な結果解釈が求められるが、
使用量比較方法・郵送頻度・紙面サイズの効果差等が特徴的である

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%
郵
送
あ
り

毎
月

隔
月

3カ
月
ご
と A4 A3

自
世
帯
過
去
比
較

他
世
帯
同
月
比
較

な
し

利
得
フ
レ
ー
ム

損
失
フ
レ
ー
ム

な
し

文
章
の
み

ア
イ
コ
ン
の
み

ア
イ
コ
ン
・
文
章

な
し

節
約
額
の
み

実
施
率
の
み

節
約
額
・
実
施
率省
エ
ネ
効
果
（
※
）

**
***

**
・

***
***

* * * ***
・ ・ *

***

・

総合効果 個別効果

郵送頻度 紙面サイズ 使用量
比較方法

金額表現 賞賛表現 アドバイス付加表現

※郵送なし世帯（対照群）を基準とする郵送開始後から2018年3月までの期間平均省エネ効果（途中速報）
有意確率 ***: p <0.001, **: p<0.01, * p<0.05, ・:p<0.10
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条件組み合わせの参考結果例：他世帯同月比較×毎月郵送

他世帯同月比較の情報を含めたHERを毎月郵送した世帯については、高めの省エ
ネ効果が観察されており、海外の先行事例と同様の傾向がみられる

ラボ1

郵送あり
約6.7千世帯

郵送なし
約2万世帯

約6万
世帯

11月 1月10月 12月9月 2月 3月

幅は95％信頼区間を示し、効果の継続性を検証中

直
前
月郵送開始後

郵送なし0%

-1.0%

-2.0%

他世帯同月比較
×毎月郵送

他世帯同月比較
×毎月郵送

電
力
使
用
量
の
増
減
率



ラボ2の成果
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アプリの概要

エネルギーマネジメントシステムのスマホアプリを簡易なエネルギー監視装置・家電コ
ントローラと連携し、電力使用量の見える化や省エネアドバイスの配信を実施した

<Confidential>

ロック画面などに
通知をプッシュ表示する

アプリ内で
ダイアログを表示する

ユーザが選択すれば
見える化グラフに移動する

ラボ2



11月 1月10月 12月9月 2月
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総合効果：アプリの提供有無

アプリ提供世帯では、実証前使用量が似た世帯と比較して、約3%の有意な省エネ効
果が観察されている

アプリ提供あり
約2千世帯

アプリ提供なし
約2千世帯* スマホアプリ提供

アプリ
提供なし

アプリ提供あり

1.0%

0%

-1.0%

-2.0%

-3.0%

-4.0%

-5.0%

*アプリを提供しない比較群は、2016/9-2017/8の使用量を用いたマッチング法により、ラボ1のHERs非郵送世帯から抽出

ラボ2

電
力
使
用
量
の
増
減
率

マッチング*

Webアプリ提供
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個別効果の検証方法

費用対効果の高い提供方法を検証するために、情報の提供方法の組み合わせを事
前にランダム割り付けした

使用量通知

使用量通知なし

レポートのみ

アラートのみ

レポート、アラート

分グラフなし

分グラフあり

分ごとの
使用量

省エネ
アドバイス

省エネアドバイスなし

協力を求める、省エネ効果あり

電気料金、節約額あり

CO2削減効果あり

他世帯実施率あり

ラボ2

アプリ提供あり
約2千世帯

アプリ提供なし
約2千世帯*

マッチング*

*アプリを提供しない比較群は、2016/9-2017/8の使用量を用いたマッチング法により、ラボ1のHERs非郵送世帯から抽出
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個別効果：通知有無

使用量の通知により、約1.5%の省エネ傾向にあるため、通知機能を活用することで、
省エネ行動を促進できる可能性が示唆される

通知なし

通知あり

2.0%

0%

電
力
使
用
量
の
増
減
率

*10月末までに計測開始済かつ通信状況が良好な世帯に限定

ラボ2

通知運用

11月 1月10月 12月9月 2月

アプリ
提供あり
約12百
世帯*

通知あり
約9百世帯

通知なし
約3百世帯

4.0%

-4.0%

-2.0%

直
前
週
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個別効果：通知の種類

開封率は、金額情報の併記では高め、CO2削減量に関する情報では低めであるた
め、直感的にわかりやすい表現に反応する傾向にあることが示唆される

年間1430円の
節約

約3割の方が
設定

年間53kWの
省エネ

年間25kgの
CO2削減

集計期間：2017/12/11～2018/02/28, エラーバー：95%信頼区間

開封後の動作

省
エ
ネ
ア
ド
バ
イ
ス
通
知
の
開
封
率

開封のみ

使用量確認

20℃設定

ラボ2

15.0%

10.0%

5.0%

0%



ラボ3の成果
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エコライフアドバイスの表現例

ラボ3では、表現が異なるエコライフアドバイス（紙媒体による汎用的な省エネルギー
アドバイス）の省エネ効果の検証を行った

損失表現 利得表現
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個別効果：ナッジの適用有無

夏期及び冬期ともに統計的に有意な効果量は得られなかったが、ナッジを適用するこ
とによって、電力消費量の削減傾向が観察された

-1200

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

-1200

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

世
帯
あ
た
り
の
電
力
使
用
量
の
削
減
量

W
h/

D
ay

世
帯
あ
た
り
の
電
力
使
用
量
の
削
減
量

W
h/

D
ay

損失表現

同調表現

あり

あり

あり

あり

N=28 N=33 N=31 N=38

ナッジ適用なし
ナッジ適用あり
（損失表現、
同調表現等）

送付なし
送付なし

夏期実証 冬期実証

N=297 N=296
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個別効果：省エネ行動の実施状況（夏期実証）

夏期実証後に実施したアンケート結果では、介入群の省エネ行動の平均実施数が対
照群を統計的に上回っており、省エネ行動が促進されたと考えられる

0

2

4

6

8

対照群 介入群

世
帯
あ
た
り
の
省
エ
ネ
行
動
の
平
均
実
施
数

送付なし
エコライフアドバイス

送付

対照群 介入群

エラーバー：95%信頼区間

有意確率
*** : p <0.001
** : p<0.01
* : p<0.05
・ : p<0.10

**



ラボ4の成果
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モデル構築のフロー

車両の速度変化と燃料消費量の関係性に着目し、スマホのGPSセンサを用いて車両
の加減速や等速性による燃費改善効果を評価するモデルを構築した

<confidential>

両データが揃ってお
り、取得時刻が近い
データのみ抽出

車両
データ

スマホ
データ

突
合

トリップ OBD APP

1 ○

2 ○ ○

3 ○

4 ○

： ： ：

車載機
スマホ
GPS
センサ

時間

速度

対象トリップ部分の
切り出し

欠損値を
補間

1秒単位
モデル

予測燃料
消費量

精度検証

共通トリップの
選出

共通トリップの
選出

データ補間

燃料消費量の抽出

燃料消費量の
算出

予測燃料
消費量

トリップ毎の
実燃料消費量

1.燃料消費に影響を与える要素の
抽出とモデル仮説策定

2.テストコースにおけるデータ取得 3.データを用いた燃料消費量
算出モデルの構築

AI活用
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スマートフォンアプリの概要

ドライバーの行動変容を促すエコアドバイスの提供と、車両の加減速や等速性の計
測を行うスマートフォンアプリ（「くるま省エネ」アプリ）を作成した

同調性を活用した
運転スコアランキングの

表示

損失回避性を活用した
エコドライブアドバイスの

表示

ブーメラン効果を抑制する
顔マークの表示

速度変化計測機能による
燃料消費量の推定

ラボ4
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（参考）スマートフォンアプリを用いたプレ実証結果と今後の方針②

スマートフォンアプリを用いた小規模プレ実証の結果、エコドライブ促進によって燃費
改善効果が高まる可能性が示唆された

③燃費の変化※3②行動の変化※2①意識の変化※1

アンケート回答データより分析
介入群①（テレマサービス）：N=25、介入群②（テレマ
サービス＋スマホアプリ）：N＝25、対照群：N=24

運転特性データより分析

＜変化量の計算方法＞
※1 意識の変化量＝（実証終了時にエコドライブを意識していたと選択したモニターの割合）－（実証開始前にエコドライブを意識していたと選択したモニターの割合）
※2 行動の変化量＝（12/22~1/11の運転スコア）÷ （11/12~12/1の運転スコア）
※3 平均燃料消費量の変化量＝（実証終了時の平均燃料消費量）-（実証開始時の平均燃料消費量）
※4 平均燃料消費量の改善率＝（介入群②と対照群の平均燃料消費量の変化量の差）÷（介入群②の実証開始時の平均燃料消費量）

0

5

10

15

20

25

11.5%

対照群介入群① 介入群②

12.0% 12.5%

24.0%

意
識
の
変
化
量

%

運
転
ス
コ
ア

平
均
燃
料
消
費
量
の
変
化
量

l/1
00

km

有意差なし有意差なし

改善傾向がみられるが、統計的に有意
な差は確認できず

※4

-1.020
-0.810

0.120

(1.20)
(1.00)
(0.80)
(0.60)
(0.40)
(0.20)
0.00
0.20

介入群① 対照群介入群②

8.91%

ラボ4

20

30

40

50

60

70

80

28,4

12/2~12/21

63,7
71,371,1

12/22~1/11

79,1

70,877,5

+15%

74,1

62,7
59,2

68,1

46,2
40,6

75,0

11/12~12/1

65,9

発進加速

減速

等速

トリップ

有意差あり（トリップ）

（トリップ）
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本年度（平成30年度）の実施計画

ラボ1、2については、効果の継続性を検証するとともに、新たな作業仮説に基づき個
別効果を検証し、ラボ4についてはスマホアプリの本格実証を行う

<Confidential>

ラ
ボ
1

ラ
ボ
2

ラ
ボ
4

第1期（～2018年9月分） 第2期（～2019年10月分）

効果の継続性を検証

省エネキャンペーンの効果を検証
• 還元方法（個人 vs 社会）
• 参加方法（オプトイン vs オプトアウト）
• 報酬フレーム（損失 vs 利得）

夏期（2018年7月～8月） 冬期（2018年12月～2019年1月）

プッシュ通知の効果を深堀り
• 同調性（あり vs なし）
• パーソナライズ（あり vs なし）

機能追加したアプリの効果を検証
• ゲーミフィケーション（あり vs なし）
• アイコン選択（あり vs なし）

大規模効果検証（2018年7月～11月）

平成29年度くるま省エネアプリ単独効果の大規模効果検証
• 同調性、ブーメラン効果、損失回避性（あり vs なし）
※ドライバーの運転特性と燃費改善に効果のあるエコアドバイス（運転技能の向上に向けた情報
発信）の相関等も併せて検証
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本年度（平成30年度）の実施計画

ラボ5では、行動科学を活用した省エネを実践／促進したことが評価されるスキーム
としてのブロックチェーン技術の活用実証や、効率的なデータ連携方法の検討を行う

<Confidential>

ラ
ボ
5

BC※1技術等の活用による行動科学を活用した省エネ評価スキームの検討・プレ実証（※次ページ参照）

省エネ行動促進への行動科学の適用における各種データの連携手法の検討

行動科学を活用して省エネ・省CO2を実践／促進したことが評価されるスキーム検討
① サービス（例：本実証で構築したサービスや省エネイベント等）の実施主体によるCO2削減貢献分
の見える化を可能にする仕組みの検討

② BC技術を活用したエネルギー消費データ取得及び管理方法の構築・実証
③ ナッジ効果の継続化や定着化を目的としたインセンティブを付与するスキームの検討
④ 検討したスキームを社会実装する際の課題点及びステークホルダーにおける利点の整理

データ流通市場※2を利用した安全かつ低コストなデータ連携手法の検討

① データ流通環境との整合性及び異なる分野間におけるデータの有効活用方法の検討整理
② BC技術を活用したエネルギー消費量の取得及び管理方法への手法活用

※1 BC: Blockchain（ブロックチェーン）
※2 ビックデータ等のデータ取引のために異なるプラットフォームの間を橋渡しする仕組みで、データの匿名化やデータフォーマット変換
等の機能を有する
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ブロックチェーンを活用したCO2プレ実証のイメージ

（参考）ブロックチェーン技術を用いて個人・世帯単位におけるエネルギー消費量を取
得し、場所や時間といった属性データと紐づけつつCO2削減量を集約化する

削減量 行動履歴

YYYY年MM月DD日

○○社の△△イベントに参加

YYYY年MM月DD日

車A利用（ガソリン消費量：XX ）

YYYY年MM月DD日

○○社の□□イベントに参加

YYYY年MM月DD日

～～～～～～～～～～～～

削減量 行動履歴

総削減量

100 kg-CO2

CO2排出量の内訳

57%

19%

24%

電力

ガソリン

ガス

過去との比較

2月 3月1月

昨年

今年

個人・世帯単位でのCO2排出・削減ログ

Sample

プロトタイプを構築し、
個人単位のデータを取得
プロトタイプを構築し、
個人単位のデータを取得

属性データの紐づけ
（例：場所、時間、削減方法等）

行動履歴の紐づけ
（例：イベント参加履歴、購買履歴等）

行動履歴は次年度
に検証予定

メタ加工

自動車データ

運転特性データ
アプリ

手入力
燃料消費量

家電データ

スマートメータ

電力消費量

電力消費量

電力消費量

燃料消費量

BC環境

消費者の省エネ行動による削減効果のうち、企業
の貢献分を算定することが可能（例：実施したサー
ビスによって消費者が省エネ行動を選択すること
で発現する削減効果）

異なるサービス間で実施された省エネ行動による
削減効果の統計解析が可能（例：実データに基づく
EBPMの実施）サービス

提供企業

行政機関
学術機関

匿名データの
集計分析
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